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令和７年度 事業報告 

                        

公益財団法人 公正取引協会   

概要 

我が国の景気は、緩やかに回復している中、賃上げの力強い結果が出始めており、こ

うした雇用・所得環境の改善が今後の緩やかな回復を支えると期待されます。 

このような中で、競争法及び競争政策の普及・啓発を担う当協会としては、令和７年

度においても、国民各層に競争政策の重要性を御理解いただくよう、各種研究会、講座、

講演会の開催などを行いました。また、会員等の企業・団体が取り組んでいる独占禁止法、

取適法(旧下請法)、景品表示法、フリーランス法などのコンプライアンスプログラムの

推進・ルール構築に寄与できるよう講座、講演会の開催のほか、社内研修への講師派

遣、相談対応等に務めました。 

さらに、公正取引委員会及び消費者庁における関係法律の執行、実態調査報告、ガイ

ドラインの制定、関係法令等の制定・改正の動きや海外競争当局の動向などについて、

速報性に留意しつつ、月刊誌「公正取引」及び当協会のホームページ並びに会員向けの

特別講座、月例懇談会及びメールマガジンなどを通じてこれらの情報発信に取り組みま

した。 

 

【競争政策の普及・啓発】 

経済の活性化、成長のために競争政策が何故必要か、国民各層にその重要性について

理解を得ることが重要であります。公正取引委員会においても、厳正、機動的な法執行

に取り組むとともに、アドボカシー活動(競争の唱導活動)を強化してきたところです。  

当協会としては、公正取引委員会と連携してアドボカシー活動に取り組み、関係法令

の理解を深めるため、研究会、講座及び講演会の開催、下請法務検定試験の実施、関係

書籍の出版などに務めました。 

 

〔独占禁止法〕 

公正取引委員会においては、令和７年度において、東京オリンピック・パラリンピッ

ク関連入札談合事件や特装車製品・トレーラの価格カルテル事件、事業者団体によるガ

ソリンの販売価格決定事件などに対する排除措置命令・課徴金納付命令、オートバイデ

ィーラーに対する優越的地位濫用事件やデジタル分野における拘束条件付取引事件に対

する排除措置命令、また、小売業者による優越的地位濫用事件やタイヤの再販売価格維

持事件の確約計画の認定など、積極的な法執行が行われました。 

上記のような法執行とともに、競争環境整備のための取組が行われ、企業コンプライ

アンス、フードサプライチェーンにおける商慣行、映画・アニメの制作現場におけるク

リエイターの取引、知的財産権・ノウハウ・データの取引、生成ＡＩ等について実態調

査が行われました。 

一方、米国、ＥＵをはじめ世界各国の競争法執行、法律の制定・改廃、競争当局のネ

ットワークである「ＩＣＮ」等においても様々な動きがありました。 
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当協会では、これら国内外の競争法の動向が十分反映されるよう各種講座や講演会、

研究会を開催しました。また、公表された事件について月刊誌「公正取引」における迅

速かつ詳細な事件の解説・紹介を行いました。さらに、各種の実態調査報告書や海外の

競争法、競争当局の動きなどについて、「公正取引」のほか、独占禁止法関係の講座や

研究会、月例会員懇談会での講演、当協会のホームページ、メールマガジンなどにおい

て、幅広く迅速な情報発信などに務めました。 

〔取適法（旧下請法）〕 

取適法については、引き続き、公正取引委員会及び中小企業庁において同法違反事案

に対して厳正に対処しており、令和７年度において、中小企業庁では過去最多の９件の

措置請求を公正取引委員会に行い、公正取引委員会では平成以降で最多の３９件の勧告

を行いました。勧告に係る違反行為類型も、みなし適用規定の１９年ぶりの適用、型の

無償保管など各種の不当な経済上の利益提供要請、受入検査を行わないなどの返品、量

産品を前提とした単価での買いたたき等多種にわたり、積極的な法執行が行われまし

た。 

また、改正下請法として取適法が令和８年１月１日に施行されました。 

当協会では、会員企業が取適法の正しい理解と違反を起こさない法令遵守に向けた取

組が一層行われるよう、取適法関係の講座や研究会を開催するとともに、第３回の下請

法務検定試験を実施しました。また、社員教育充実に資するよう講師を派遣したり、公

正取引委員会・中小企業庁の取適法執行状況や各種の施策等について、「公正取引」や

当協会のホームページ、メールマガジンなどを通じて迅速な情報発信に務めました。 

〔景品表示法〕 

 景品表示法については、消費者庁において、期間限定表示、二重価格表示をはじめと

する価格に関する表示、効能・効果に関する表示、「初」を強調する表示などを中心に

厳正な法執行が行われ、また、課徴金納付命令も、令和７年度において 10 件が出され

ました。この他、買取サービスに関する実態調査報告書も公表されました。 

 広告表示の適正化は、消費者から信頼を得る上での基本であり、また、企業において

は虚偽・誇大な広告表示等が行われないよう管理上の義務が課されています。 

当協会では、違反行為の未然防止のため、景品表示法の講座を開催するとともに、景

品表示法を含む表示関連法規の解説講座を開催しました。また、「公正取引」において

消費者庁における景品表示法の違反事件等の解説を行いました。さらに、景品表示法等

の執行状況や新たな施策等について、当協会のホームページ、メールマガジンなどを通

じて迅速な情報発信に務めました。 

〔その他〕 

フリーランス法が令和６年 11 月に施行され、令和 7年６月に初めて勧告・公表が行

われました。令和７年度において 10 件の勧告が行われるとともに、問題が多いと考え

られた業種について集中調査が実施され、その結果が公表されました。また、スマホソ

フトウェア競争促進法が令和６年６月に公布され、令和７年 12 月に全面施行されまし

た。 

当協会では、これらの新しく制定された法律の正しい理解と違反を起こさない法令遵

守に向けた取組が行われるよう、「公正取引」や講座・月例会員懇談会、メールマガジ

ンなどにおいて、情報発信などに務めました。 
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【出版事業】 

 収益事業の中心である出版事業について、「公正取引」のほか、公正取引委員会年次

報告、審決・命令集、研修用テキストの改訂版等、ニーズに即した出版物の発行などを

行いました。 
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第１ 公益目的事業 

 

１ 調査研究事業 

（１）研究会等の開催 

競争政策に関する専門の研究会を以下のとおり開催した。   

研究会名（開催回数） 座長・講師 開催期間 

独禁法事例研究(全 10 回) 

（注 1） 
東京大学 
  白石忠志 教授 

４月 23 日～１月 17 日 

外国競争法研究会(全６回) 
（注 2） 

早稲田大学 
  土田和博 名誉教授 

９月 26 日～３月６日 

(注 1) Ｗｅｂでの開催（２回会場開催併用（オンデマンドあり）） 

(注 2) Ｗｅｂ及び会場併用開催（オンデマンドあり） 

 

（２）横田正俊記念賞 

   競争法についての若手研究者の研究活動を助成し、研究水準の向上に資する目的

で設けられている「横田正俊記念賞」について、選考会において選考を行った結果

は以下のとおりである。 

 受賞者 業績又は論文 

横田正俊 記念賞 

（第４１回） 

○ 丁 宇  氏 

   新潟大学 

法学部講師(注) 

令和８年３月 25日選考会 

 

業績：「水平型企業結合

規制における反競争効果

分析―形式的な要因から

理論的な枠組みへ」及び

「企業結合規制における

理論と実証―水平型企業

結合に関する単独効果分

析の観点から」 

  (注) 肩書は受賞当時のもの 

２ 競争政策等の普及・啓発事業 

（１）定期講座の開催 

競争政策等の普及・啓発を図るため、引き続き独占禁止法、下請法及び景品表示

法の定期講座を開催した。開催は、受講者の利便性に配慮してＷｅｂ方式（オンデ

マンド）を中心として実施するとともに、受講者及び講座において個別質問が多い

下請法などについて会場開催を併せて実施した。 

これにより、合計２，７１２名の参加者を得た（前年度同期は 2,236 名） 

 講 座 名 開催・配信日（配信期間） 

独占禁止法 独占禁止法入門講座（注 1） ５月 22 日（4 週間） 
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独占禁止法実務講座 11 月 14 日（4 週間） 

下 請 法 
下請法入門講座（注 2，3） 

４月 17・22・24、5 月 9日 

４月 18 日（4 週間）、※ 

下請法実務講座（注 2） 
10 月 23・30 日、11 月５・11 日 

11 月 11 日（4 週間） 

景品表示法 
前期景品表示法実務講座 ７月 11 日（3 週間） 

後期景品表示法実務講座 １月 23 日（3 週間） 

 注 1：会場及びライブ配信で開催 

注 2：会場（東京２，名古屋，大阪）及びオンデマンドで開催 

注 3：※６月～７月に１回、４週間の再配信 

  

（２）特別講座の開催(会場・Web ライブセミナー＋オンデマンド) 

特別講座は、毎年、継続的なテーマのものから話題性のあるテーマのものまで幅

広く企画しており、Ｗｅｂ（オンデマンド付き）とともに会場開催も併用し、合計

５４８名の参加者を得た(前年度は 513 名)。 

 

※印は継続講座、■印はＷｅｂのみ、下請法研究会はオンデマンドなし 

 講 座 名 開催日 

独 
占 

禁 

止 

法 

※優越的地位濫用規制解説講座 ７月 22 日 

※流通取引慣行と独占禁止法解説講座 ９月 25 日 

事業者団体の活動と独占禁止法についての解説講座 ７月８日 

※■米国・ＥＵ競争法講座（全４回） 

＊特定地域のみの受講を含む 
５月 24 日～８月 30 日 

事業者間の情報交換と独占禁止法解説講座 １月 28 日 

下
請
法
・
取
適
法 

※■下請法研究会（全５回） 

＊第 5回のみＷｅｂ及び会場併用開催 
６月 26 日～３月 18 日 

取適法の特定運送委託解説講座 ２月４日 

他 フリーランス法解説講座 ３月 11 日 

景
品
表
示
法 

※消費者法講座（全３回）〔景表法・特商法・消費者契約法〕 ５月 23 日～６月 20 日 

■二重価格表示に関する景品表示法解説講座 ３月 24 日 
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（３）講演会の開催 

以下の講演会を会場開催（相談事例はＷｅｂライブも併用）し、また、オンデマ

ンド配信でも実施した。 

講演会名 開催日（配信期間） 

改正下請法（取適法）及び同規則・運用基

準等（原案）に関する解説講演会 
８月７日（オンデマンド無） 

独占禁止法相談事例・相談対応解説講演会 ９月 11 日（２週間） 

独占禁止法違反事件解説講演会 ３月４日（３週間） 

 
（４）下請法務検定試験の実施 

下請法の普及・啓発活動の一環として、公正取引委員会の後援を得て、下請法に

関する実務知識の習得程度を測るための下請法務検定試験を、令和７年５月 17 日

から同月 31 日の間、全国約 340 の試験会場で実施し、その結果を同年７月 17 日に

当協会ホームページに掲載等した。 

受験者数 １，１１８名（７１２名） 

合格者数 ５４５名（３７５名） 

・アドバンス   ３０名 （１７名） 

・スタンダード ５１５名（３５８名） 

合格率 ４８．７％（５２．７％） 

平均点 ６８．４点（６９．０点） 

    (注１) カッコ内は前年度の数値 

    (注２) アドバンスクラス：90～100 点、スタンダードクラス：70～89 点 

 

（５）独占禁止法コンプライアンスへの支援 

会員、非会員を問わず、独占禁止法、取適法及び景品表示法についての法律相談

に対応し、法令遵守のための助言や参考資料の紹介等を行った。 

また、以下のセミナーを外部会場(Ｗｅｂライブも併用)で実施した。 

セミナー名 開催日 

独占禁止法コンプライアンスセミナー 11 月 18 日 
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（６）社内研修会等への講師派遣 

企業、団体からの要望に対応して、独占禁止法、取適法及び景品表示法に係る講

師派遣を８５回（前年度１１４回）行った。講演においては、主催者の要望に応じ

て、会場での講義、オンラインでのライブ講義、講義の録画配信などに対応した。 

 

（７）資料閲覧室の充実 

会員及び非会員への閲覧に供するため、令和７年度中に刊行された独占禁止法等

に関する文献等競争政策に関する図書、資料の集積に務め、閲覧に供した。 

 
（８）ホームページによる情報提供 

独占禁止法、取適法、景品表示法、フリーランス法等の運用状況や競争政策に関

する動向について、ホームページによる情報提供を行った。また、競争政策に関す

る研究会（独禁法事例研究及び外国競争法研究会）の研究成果の概要を随時掲載し

た。 

また、会員及び非会員からより多くのアクセスをしてもらうよう、随時、ホーム

ページの掲載内容等を見直した。 

 
（９）ＭＭＳ奨学金 

競争法や競争政策に関する研究の更なる促進・発展に資するため創設された「Ｍ

ＭＳ奨学金」（注）について、令和７年度においては３名に奨学金の給付を行い、

また、第８回奨学生について、令和８年３月２７日に選考委員会を行った結果、以

下のとおり奨学生を決定した。 

給付開始年度 奨学生所属 研究テーマ 

令和８年度 明治大学大学院 

競争制限効果としての市場閉鎖

概念の理論的基礎に関する研究 

―閉鎖型市場支配・「市場閉鎖効

果が生じる場合」の再検討― 

（注）大学院博士後期課程で独占禁止法等を専攻する大学院生（毎年度２名以内

を選考）に対し、最長２年間、毎月 10 万円を給付。 

なお、奨学金事業の取組の効果を把握するため、これまで奨学金の給付を行った

者８名の就労状況を確認したところ、７名は大学の教員又は研究員、他の１名はシ

ンクタンクの研究員となっている。 

 
（10）外部機関との協力 

公正取引委員会（競争政策研究センター）主催の以下のシンポジウムを共催し

た。 
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シンポジウム名（テーマ） 開催日 

フリーランスをめぐる 取引の適正化の現状と展望 ７月 25 日 

第 24 回国際シンポジウム 

「新時代のカルテル・入札談合対策～国内外の最新研

究と実務への示唆～」 

10 月 31 日 

第８回大阪シンポジウム 

「これからの競争・消費者政策～2030 年に向けて～」 
令和８年２月 27日 

 

第２ 収益事業等 

 

 １ 出版事業 

（１）月刊機関誌「公正取引」 

令和７年度の発行状況は、以下のとおりである。 

発行号 特  集 

４月号 
音楽・放送番組等の実演家と所属事務所との取引等につ

いて 

５月号 民事訴訟と独占禁止法の活用 

６月号 競争政策の国際的課題と国際協力 

７月号 ダークパターンと競争政策 

８月号 下請法をめぐる最近の動向 

９月号 独占禁止法違反事件の動向 

10 月号 景品表示法違反事件の動向 

11 月号 下請法から取適法へ 

12 月号 最近の企業結合規制の動向 

令和８年１月号 ２０２６年公正取引委員会の課題 

２月号 課徴金減免制度２０年の評価と課題 

３月号 独占禁止法コンプライアンス 

 

（２）「公正取引」の電子サービスの提供（提携先契約顧客向け） 

提携している法律関連情報の提供会社（株式会社ＴＫＣ）に対し、「公正取引」

の記事データを提供した。 
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（３）独占禁止法等関係書籍の発行 

   書籍の発行状況は、以下のとおりである。 

書 籍 発行日 発行部数 

初めての景品表示法 令和７年７月 １０００部 

公正取引委員会年次報告（令和７年版） 令和７年９月 １０５０部 

独占禁止法事案処理の視点 
～司法試験問題を題材に～ 

令和７年 11 月 １５００部 

公正取引委員会審決・命令集 
（第 71 巻：令和６年度版） 

令和８年３月  ２９０部 

 

（４）研修用テキスト改訂版の発行  

社内研修向けに発行している研修用テキストのうち、「独占禁止法ガイドブッ

ク」及び「入札談合と独占禁止法」について、改訂版を発行した。なお、「取適法

ガイドブック」を令和８年４月 10日に発行した。 

ガイドブック名 最新版改訂年月(税込価格) 令和７年度の発行部数 

独占禁止法ガイドブック 令和７年８月(440 円) １５００部 

入札談合と独占禁止法 令和７年９月 (440 円) ２０００部 

 

（５）資料集「下請法関係資料」の発行 

公正取引委員会及び中小企業庁による下請法等に関係する報道発表文等を収録し

た資料を「下請資料配布制度会員」向けに発行した（隔月刊）。 

 

２ 会員サービス 

（１）会員向け資料の発行 

会員に「公正取引特報」（電子版※・毎月）を、維持会員に「欧米競争政策の動

向のポイント」（電子版・月１回程度）をそれぞれ提供した。 

  ※一部の有料購読者には印刷版配付 
 

（２）「公正取引｣の電子版でのサービスの提供 

会員に対して、当協会のホームページからアクセスし、過去の全記事を無料で

閲覧できるサービス（公正取引Ｗｅｂ）を提供した。 
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（３）会員向けメールマガジンの配信 

毎月２回（１日、１５日）、会員全てを対象として、内外の競争政策に関する最

新のニュースやトピック等を紹介するメールマガジンを配信した（平成２８年５月

の創刊以来、第２１７号まで配信（３月１６日現在））。 

 

（４）会員限定無料講座の開催〔維持・普通会員対象〕 

全会員向け無料講座の開催は以下のとおりであり、全て会場及びＷｅｂでライブ

配信した。 

講座名・講師 開催日 

令和７年改正下請法の成立について 
公取委 取引部企業取引課長   亀井 明紀 氏 

６月 18 日 

経済安全保障に関連した事業者の取組における独占禁止法

上の考え方について 
公取委 経済取引局調整課企画官  牟田 和弥 氏 

12 月 19 日 

 

（５）月例会員懇談会〔維持会員対象〕 

内外の競争政策に関するテーマを取り上げて解説する月例会員懇談会について、

会場及びＷｅｂでライブ配信した（７月及び１月は会場開催で普通会員も対象）。 

開催日 テーマ 講  師 

４月 24 日 
「公正取引委員会における経済分

析の取組」 

公取委 官房総務課 
経済分析室長 

              口ノ町 達朗 氏 

５月 20 日 
「いわゆる『ダークパターン』に

関する取引の実態調査」について 

消費者庁 新未来創造戦略本部 
参事官（調査研究・国際担当）付 
政策企画専門官 

今中 厚志 氏 

６月 20 日 
令和６年度における独占禁止法違

反事件の処理状況について 
公取委 審査局管理企画課長 
                 堀内  悟 氏 

７月 25 日 

 

「公正取引委員会事務総局幹部及

び消費者庁幹部による講演会」 

公取委 事務総長 
                 岩成 博夫 氏 
公取委 経済取引局長 
                 大胡  勝 氏 
公取委 審査局長 
                品川  武 氏 
公取委官房審議官（取引適正化） 
      向井 康二 氏 
公取委 
 官房デジタル・国際総括審議官 
             佐久間 正哉 氏 
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消費者庁 審議官 
                田中 久美子 氏 

９月 18 日 
令和６年度における企業結合関係

届出の状況及び主要な企業結合事

例について 

公取委 経済取引局 
企業結合課長 

                奥村  豪 氏 

10 月 16 日 
スマホソフトウェア競争促進法の

全面施行に向けた公正取引委員会

の取組 

公取委 
 官房参事官（デジタル担当）  

                 鈴木  健太 氏 

11 月 12 日 
フリーランス法第２章の運用状況

及びフリーランスに係る取引の適

正化に向けた取組 

公取委 取引部 
 フリーランス取引適正化室長 

小林 慎弥 氏 

12 月 17 日 
「競争政策に関する最近の国際的

動向について」 

公取委 
官房デジタル・国際総括審議官 

         佐久間 正哉 氏 

令和８年 
１月 16 日 

「公正取引委員会の最近の取組

（年頭所感）」 
公正取引委員会  

委員長 茶谷 栄治 氏 

２月 16 日 

「令和７年度価格転嫁円滑化の取

組に関する特別調査の結果」及び

「労務費転嫁指針の改正」につい

て 

公取委公取委 取引部 
優越的地位濫用未然防止対策調査

室長 
田中  修 氏 

３月 23 日 
取引デジタルプラットフォーム消

費者保護法の運用状況等について 

消費者庁 取引デジタル 
プラットフォーム消費者保護室長 

落合 英紀 氏 

 

第３ 協会運営の整備・充実 

 

１ 会員加入の促進 

会員の新規獲得に努めたところ、新規に１９名の加入（維持会員４名、普通

会員１２名、特別会員３名）を得たが、退会が２７名（維持会員４名、普通会

員１８名、特別会員５名）あった。また、維持会員から普通会員への変更が１

名あった。 

 以上の結果、３月31日現在の会員数は、維持会員１６７名（本年３月末比１

名減）、普通会員３７３名（同５名減）、特別会員４５名（同２名減）の計５８

５名（同８名減）である。 
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２ 評議員会・理事会等 

（１）評議員会 

・定時評議員会 

令和７年６月１６日、霞山会館にて開催 
議事 第１号議案 議事録署名人の選出（決議） 

第２号議案 令和６年度事業報告及び附属明細書（報告） 
第３号議案 令和６年度計算書類（貸借対照表及び正味財産増減計

算書）及び附属明細書並びに財産目録（承認） 
第４号議案 令和７年度事業計画（報告） 
第５号議案 令和７年度正味財産増減予算（報告） 
第６号議案 理事の選任（決議） 
第７号議案 監事の選任（決議） 
第８号議案 評議員の選任（決議） 
 

・臨時評議員会 

令和７年６月１６日、霞山会館にて開催 
議事 第１号議案 議事録署名人の選出（決議） 

第２号議案 評議会議長の選任（決議） 
 

（２）理事会 

① 第１回理事会（書面による理事会） 

理事会の決議があったものとみなされた日  令和７年５月２９日 
議事 第１号議案 令和６年度事業報告及び附属明細書（承認） 

第２号議案 令和６年度計算書類（貸借対照表及び正味財産増減  
計算書）及び附属明細書並びに財産目録（承認） 

 

② 第２回理事会 

令和７年６月１６日、霞山会館にて開催 

議事 第１号議案 会長、副会長及び常務理事の選定について（決議） 
第２号議案 顧問の選任について（決議） 

（報告） 
・令和６年度事業報告及び令和６年度計算書類について 
・下請法務検定試験の結果について 

 

③ 第３回理事会 

令和７年１０月３１日、当協会にて開催 
議事 第１号議案 令和７年度上半期における職務の執行状況について

（報告） 
第２号議案 就業規則の改正について（決議） 
第３号議案 顧問の選任について（決議） 
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④ 第４回理事会 

令和８年３月１７日、当協会にて開催 

議事 第１号議案 令和８年度事業計画（案）（承認） 

第２号議案 令和８年度正味財産増減予算（案）（承認） 

第３号議案 嘱託職員就業規則の制定について（決議） 

第４号議案 令和８年度定時評議員会の招集について(決議) 

  （報告） 公益法人の事業計画書等の提出、令和７年度における会長・

常務理事の職務の状況報告及び令和８年度の理事会の開催日程

について 

 

（３）普及・啓発委員会 

・第１回 令和７年７月１５日、当協会にて開催 

議題 ① 令和６年度事業報告 

② 当協会の活動全般（今後取り上げるべきテーマ） 

③ 当協会のその他の活動（「公正取引」において取り上げるべきテ

ーマ(海外競争法を含む)、「公正取引」・ホームページ・メルマガ

等について改善すべきこと） 

④ 下請法務検定試験の結果 

 

・第２回 令和７年１２月１９日、当協会にて開催 

議題 ① 当協会の令和７年度上半期事業報告(概要) 

② 当協会主催の講座について 

③ 当協会のその他の活動について 

 

３ 公正取引委員会及び消費者庁との緊密な連絡 

公正取引委員会からは最近の競争政策の動向や公正取引委員会の全般的な取組

を、また、消費者庁からは景品表示法等に関する取組を把握するとともに、「公正

取引」の特集や編集、協会行事等について緊密な連絡を図った。  
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附属明細書について 

 
事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第34条第

３項に基づき、附属明細書に「事業報告の内容を補足する重要な事項」を記載するこ

ととなっているところ、令和７年度事業報告には、当該重要な事項が存在しないので

作成しない。                          

令和８年５月 

公益財団法人 公正取引協会 

 

 


